
 

 

令和６年度 特 報（第３号） 

全日本中学校長会 

第 77回全日本中学校長会研究協議会長野大会 

研究協議会主題及び分科会研究題 

《研究協議会主題》 

「『豊かな人生を切り拓き、持続可能な社会を創る担い手』を育てる中学校教育」 

（解説） 

現代は将来の予測が困難な時代であり、その特徴である変動性、不確実性、複雑性、曖昧性の頭文字をとって「VUCA」の時代

とも言われている。これまで少子化・人口減少や高齢化、グローバル化の進展と国際的な地位の低下、地球規模の課題、子供の

貧困、格差の固定化と再生産、地域間格差、社会のつながりの希薄化などは、社会の課題として継続的に掲げられてきた。こう

した中、新たな感染症の感染拡大の影響及び国際情勢の不安定化は、正に予測困難な時代を象徴する事態であった。このような

危機に対応する強靱さ（レジリエンス）を備えた社会をいかに構築していくかという観点はこれからの重要な課題である。 

これからの社会を見据えたとき、現時点で予測される社会の課題や変化に対応して人材を育成するという視点と、予測できな

い未来に向けて自らが社会を創り出していくという視点の双方が必要であり、後者の視点から「持続可能な社会を創る担い手」

という目指すべき姿を実現することが求められている。つまり、今後目指すべき未来社会像は、持続可能性と強靱性を備え、国

民の安全と安心を確保するとともに、一人一人が多様な幸せを実現できる、人間中心の社会としての「Society5.0（超スマート

社会）」である。これら社会の現状や変化を踏まえてこれからの社会を展望したとき、教育こそが、社会をけん引する駆動力の中

核を担う営みであり、人間中心の社会を支えるシステムとなる時代が到来していると言える。将来の予測困難な時代において、

一人一人が豊かで幸せな人生と社会の持続的な発展を実現するために、教育の果たす役割はますます大きくなっている。 

令和３年度から全面実施となった学習指導要領では、「社会に開かれた教育課程」の理念の下、これまでの我が国の学校教育

の実践や蓄積を生かし、子供たちが未来社会を切り拓くための資質・能力を一層確実に育成することを目指して、確かな学力の

育成や道徳教育の充実、体験活動の重視、豊かな心や健やかな体の育成を改訂の基本的な考え方としている。そのことを踏まえ

て各学校において、生徒や学校、地域の実態を適切に把握し、教育の目的や目標の実現に必要な教育の内容等を教科等横断的な

視点で組み立てていくこと、教育課程の実施状況を評価してその改善を図っていくこと、教育課程の実施に必要な人的又は物的

な体制を確保するとともにその改善を図っていくことなどを通して、教育課程に基づき組織的かつ計画的に各学校の教育活動の

質の向上を図っていく「カリキュラム・マネジメント」に努めるものとしている。また、子供たちが学習内容を人生や社会の在

り方と結び付けて深く理解し、これからの時代に求められる資質・能力を身に付け、生涯にわたって能動的に学び続けることが

できるようにするために、我が国の優れた教育実践に見られる普遍的な視点である「主体的・対話的で深い学び」の実現に向け

た授業改善を推進することが求められるとしている。 

中央教育審議会の「『令和の日本型学校教育』の構築を目指して ～全ての子供たちの可能性を引き出す、個別最適な学びと、

協働的な学びの実現～（答申）」では、社会の変化が加速度を増し、複雑で予測困難となってきている中、子供たちの資質・能力

を確実に育成するためには、学習指導要領を着実に実施していくことが重要であるとしている。その上で、2020年代を通じて実

現を目指す新しい時代を見据えた学校教育を「令和の日本型学校教育」とし、「個に応じた指導」を学習者の視点から整理した概

念である「個別最適な学び」と、これまでも「日本型学校教育」において重視されてきた「協働的な学び」とを一体的に充実す

ることを目指すとしている。その実現のためには、これまでの学校教育が担ってきた、学習機会と学力を保障するという役割、

全人的な発達・成長を保障する役割、人と安全・安心につながることができる居場所としての福祉的な役割を継承しつつ、学校

教育を社会に開かれたものとしていくこと、学校教育を支える全ての関係者が、それぞれの役割を果たし、互いにしっかりと連

携することで必要な改革を進めていくことが期待されている。また、「主体的・対話的で深い学び」の実現に向けた授業改善に資

するよう、これまでの実践とICTとを最適に組み合わせることで、学校教育における様々な課題を解決し、教育の質の向上につ

なげられるようにすることも期待されている。同時に、教師の勤務時間管理の徹底や学校及び教師が担う業務の明確化・適正化、

教職員定数の改善充実、専門スタッフや外部人材の配置拡充などの学校における働き方改革の強力な推進が必要である。 

全日本中学校長会は、全日中新教育ビジョンの趣旨を踏まえ、学校における働き方改革を含めた新たな教育課題に対しても果

敢に挑戦し、校長相互の資質向上と目的を明確にした研究を推進することにより、学校経営の更なる充実と学校からの教育改革

を進めていかなければならない。そこで、令和８年度第77回全日本中学校長会研究協議会長野大会において、「『豊かな人生を切

り拓き、持続可能な社会を創る担い手』を育てる中学校教育」を研究協議会主題として研究を深め、我が国の中学校教育の向上

に資するとともに、広く国民の負託に応えたい。 
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《分科会研究題と研究の視点》 

下記の１から８にある①から③の「研究の視点」の扱いについては、指定を受けた各地区が重点とする研究の視点を選択し、

研究を行うこととする。また、学校経営の視点を踏まえたものとする。  

 

１ 「カリキュラム・マネジメント」の推進（担当 東北地区） 

（解説）予測困難で急激に変化する社会に生きる子供たちは、未知の状況に対応し、新しい時代を切り拓いていく力を身に付け

なければならない。そのため学校は、よりよい学校教育を通じてよりよい社会を形成するという目標を社会と共有しながら、

子供たちに育成すべき資質・能力を具体的かつ明確に示し、社会と連携・協働して育んでいくための「カリキュラム・マネジ

メント」を推進することが求められる。 

  子供たちが豊かな創造性を備え持続可能な社会の創り手となるためには「生きる力」が必要であり、育成を目指す資質･能力

は、「知識及び技能」「思考力、判断力、表現力等」「学びに向かう力、人間性等」の３つの柱からなる。 

  そこで各学校においては、教科等の目標や内容を見通し、特に学習の基盤となる資質・能力（言語能力、情報活用能力、問

題発見・解決能力等）や現代的な諸課題に対応して求められる力の育成のために、教科等横断的な学習の充実や主体的・対話

的で深い学びの実現に向けた授業改善等が求められており、教育課程に基づき組織的かつ計画的に各学校の教育活動の質の向

上に努めることが必要である。 

① 学習指導要領に基づく教育課程の実施状況を把握し、学習効果の最大化を図るための工夫 

② 新しい時代に求められる資質・能力（言語能力、情報活用能力、問題発見・解決能力等の学習基盤となる資質・能力を含

む）を育成していくための教科等横断的な教育課程の編成・実施・評価・改善 

③ 地域の人的・物的資源を有効活用した「社会に開かれた教育課程」の編成・実施・評価・改善 

 

２ 「主体的・対話的で深い学び」の実現（担当 関東甲信越地区） 

(解説) VUCA （Volatility（変動性）・Uncertainty（不確実性）・Complexity（複雑性）・Ambiguity（曖昧性））という言葉に代

表されるように、先行き不透明で予測困難な時代の中においては、一人一人の児童生徒が、自分のよさや可能性を認識すると

ともに、あらゆる他者を価値のある存在として尊重し、多様な人々と協働しながら様々な社会的変化を乗り越え、豊かな人生

を切り拓き、持続可能な社会の創り手となることができるようにすることが必要である。 

そのために、講義型の一斉授業のスタイルから、学習者を主体として他者との協働や課題解決学習などを通じ、深い学習を

体験し、自ら思考することを重視する取組が必要になる。その際、自己の主体性を軸にした学びに向かう一人一人の能力や態

度を育むという視点をもって、教育課程の編成・実施や質保証の取組を行うことが重要である。 

教師には、習得・活用・探究という学びの過程全体を見渡し、個々の内容事項を指導することによって育まれる資質・能力

を自覚的に認識しながら、子供たちの変化等を踏まえつつ自ら指導方法を不断に見直し、改善していくことが求められる。そ

の際、「個別最適な学び」の成果を「協働的な学び」に生かし、更にその成果を「個別最適な学び」に還元するなど、「個別最

適な学び」と「協働的な学び」を一体的に充実し、「主体的・対話的で深い学び」の実現に向けた授業改善につなげていくこ

とが大切である。加えて、対面指導の重要性、オンライン教育等の実践で明らかになる成果や課題を踏まえ、発達の段階に応

じて、１人１台端末の日常的な活用を「主体的・対話的で深い学び」の実現に向けて推進するとともに、日々の授業改善に取

り組んでいくことが必要である。 

① 教科等の特質に応じた「見方・考え方」を働かせて「主体的・対話的で深い学び」を実現する授業改善の工夫 

② 全ての学習の基盤となる言語能力や情報活用能力、問題を発見し解決する能力の向上 

③ 全ての子供たちの可能性を引き出す、学習者主体の学びの実現に向けた「個別最適な学び」と「協働的な学び」の一体的

充実と1人１台端末の活用の推進 

 

３ よりよく生きようとする意思や能力を育む道徳教育の充実（担当 中国地区） 

（解説）全ての人が自己の生き方を考え、主体的な判断の下に行動し、自立した一人の人間として互いを尊重するとともに、ウ

ェルビーイングな社会を目指し、その実現に向けた社会的包摂を推進する必要がある。学校や地域社会の一員として参画し、

自らの個性を生かして幸せに生活でき、誰一人取り残されず一人一人の可能性が最大限に引き出されることができるようにす

る上で、他者への共感や寛容性、更には多様性を尊重する態度、人間関係を築く力、異なる考えの人々と議論を重ねながら問

題を解決していく力などを育成する機会を計画することが重要である。そのためには、学校教育活動全体を通じ道徳教育の推

進を図るとともに、「特別の教科 道徳」を要とし、発達の段階に即した計画的、発展的な指導や様々な体験活動等を生かす指

導など、道徳的諸価値についての理解を基に、人間としての生き方についての考えを深める授業の充実を図り、生徒の道徳性

を養うことが必要である。 

また、現実の問題に対応できる資質・能力を育むためには、道徳教育推進教師を中心とした指導体制を充実するとともに、

生徒が自分自身の問題と捉え真正面から向き合い、一面的な見方から多面的・多角的に考え議論していく「考え、議論する」

道徳科の授業を実施することが大切である。さらに、各学校や地域等が抱える課題に応じた取組を推進するため、家庭や地域

社会と育てたい生徒像を共有し、相互の連携強化を図ることも重要である。 

① 道徳的諸価値についての理解と、道徳的な判断力、心情、実践意欲と態度の育成 

② 生徒が自ら考え理解し、主体的に道徳性を育むための指導と評価の工夫 

③ 道徳教育推進教師を中心とした協力的な指導体制の充実 



 

 

４ 健康で安全な生活と豊かなスポーツライフを実現するための教育の充実（担当 北海道地区） 

（解説）生徒の体力の状況については、令和５年度体力合計点を前年度と比較すると横ばい、向上傾向と捉えられる結果だった。

生活習慣では朝食欠食とスクリーンタイムは更に増加した。授業に対する意識においては、「楽しい」と感じる生徒は「運動

時間」が長く、「総合評価、体力合計点」が高いことを示す結果となった。また、「保健を学習してもっと運動したいと思うよ

うになった」と回答した生徒は、日頃の運動時間が長く、高い体力を有し、将来の運動の継続にも前向きであることが分かっ

た。運動やスポーツを、生涯を通じた健康の保持増進につなげるためには、体の発育・発達や病気の予防、けがの防止などの

理解が不可欠であり、引き続き保健体育の学習の充実が求められる。 

こうした指摘を踏まえ、生涯を通じて心身共に健康・安全で活力ある生活を送るために必要な資質・能力を育て、心身の調

和のとれた発達を図り、健康で安全な生活と豊かなスポーツライフを実現する基礎を培う必要がある。特に、食育の推進並び

に体力の向上に関する指導、運動領域と保健領域、体育分野と保健分野との一層の関連を図った指導に努めなければならない。 

① 生涯にわたる豊かなスポーツライフを実現していく資質・能力の育成と体力の向上 

② 食育の推進及び心身の健康の保持増進に関する指導の充実 

③ 運動と健康との関連性を深く理解し、より実生活に生かせる保健分野と体育分野の関連を図った授業の充実 

 

５ 一人一人の社会的・職業的自立に向けたキャリア教育と進路指導の充実（担当 近畿地区） 

（解説）今日、日本社会の様々な領域において構造的な変化が進行している。特に産業や経済の分野においてはその変容の度合

いが著しく大きく、雇用形態の多様化・流動化にも直結しており、また、学校から職業への移行プロセスに問題を抱える若者

が増え、社会問題ともなっている。このような状況の中、生徒が、学ぶことと自己の将来とのつながりを見通しながら、社会

的・職業的自立に向けて必要な基盤となる資質・能力を身に付けていくことができるよう、「キャリア・パスポート」等を活

用し、特別活動を要としつつ各教科等の特質に応じて、キャリア教育の充実を図ることが求められている。各中学校において

は、生徒や地域の実態を踏まえつつ、学校のこれまでの取組などを生かしながら、基礎的・汎用的能力に示される４つの能力

（「人間関係形成・社会形成能力」「自己理解・自己管理能力」「課題対応能力」「キャリアプランニング能力」）を焦点化し、

具体的な目標を設定していくことが必要である。また、生徒が自らの生き方を考え主体的に進路を選択することができるよう、

学校の教育活動全体を通じ、組織的かつ計画的な進路指導を行うことが重要である。 

① 社会的・職業的自立に向けて必要な基盤となる資質・能力を育成する系統的なキャリア教育の充実 

② 特別活動を要としつつ教育活動全体を通して取り組まれる組織的・計画的な進路指導の充実 

③ 学校と地域社会や産業界等が連携・協働した体験的な学習活動の充実 

 

６ 自己指導能力を育成する生徒指導の充実（担当 九州地区） 

（解説）学校教育は、集団での生活や活動を基本としており、生徒相互の人間関係の在り方は、生徒の健全な成長と深く関わっ

ている。好ましい人間関係を基礎に、自他を敬愛し他者と協働しながら自己実現を図るための自己指導能力を育成することは、

人格のよりよい形成と学校生活の充実の基盤となる。昨今、子供たちの多様化が進み、様々な困難や課題を抱える児童生徒が

増える中、学校教育には、子供の発達や教育的ニーズを踏まえつつ、一人一人の可能性を最大限伸ばしていく教育が求められ

ている。こうした中で、生徒指導は、一人一人が抱える個別の困難や課題に向き合い、「個性の発見とよさや可能性の伸長、社

会的資質・能力の発達」に資する重要な役割を有している。 

  平成25年に施行されたいじめ防止対策推進法に基づき、組織的な対応と関係機関との連携の強化等が図られているにもかか

わらず、いじめの重大事態の発生件数は増加傾向にある。また、児童生徒の自殺者数や不登校児童生徒数も増加傾向にあるこ

とを踏まえ、各学校では組織的、継続的な支援・取組を更に充実させるとともに、家庭や地域及び関係機関、スクールカウン

セラーやスクールソーシャルワーカーなどの専門スタッフ等との連携を一層充実させる必要がある。 

 ① 好ましい人間関係を築き、他者と協働しながら自己実現を図るための自己指導能力を育成する学校教育の在り方 

② いじめ問題への対応や自殺の防止及び不登校生徒への支援の在り方 

③ 家庭や地域及び関係機関、専門スタッフ等との連携・協力を密にした生徒指導の推進 

 

７ 「令和の日本型学校教育」を担う教師の育成（担当 四国地区） 

（解説）「令和の日本型学校教育」を実現し、それを担う質の高い教師となるためには、教師自身が技術の発達や新たなニーズ

など学校教育を取り巻く環境の変化を前向きに受け止め、教職生涯を通じて探究心をもちつつ自律的かつ継続的に新しい知

識・技能を学び続ける主体的な姿勢が必要である。また、全ての子供たちの可能性を引き出す、「個別最適な学び」と、「協働

的な学び」の一体的な充実を図り、「主体的・対話的で深い学び」の実現に向けた取組を進化させ、教育の質を向上させる能力、

さらに、子供の主体的な学びを支援する伴走者としての能力も備えていることが求められる。 

今後、あらためて教師が学びに関する高度専門職として認識されるためには、地域や学校現場の課題の解決を通した学びを

含め、自らの日々の経験や他者から学ぶといった「現場の経験」も含む学びのスタイルの多様性の重視は「新たな教師の学び

の姿」を構想する上での鍵となる。さらに、子供たちの学び（授業観・学習観）とともに教師自身の学び（研修観）を転換し、

「新たな教師の学びの姿」を実現していくことや、教師自らが問いを立て実践を積み重ね、振り返り、次につなげていく探究

的な学びを、研修実施者及び教師自らがデザインしていくことが求められる。また、教員養成段階から、生徒にプログラミン

グ的思考、情報モラル等に関する資質・能力も含む情報活用能力を身に付けさせるための ICT 活用指導力を養成することや、



 

 

学習履歴（スタディ・ログ）の利活用などの、教師のデータリテラシーの向上に向けた教育などの充実を図っていくことが求

められており、現職の教師に対しては ICT 活用指導力の一層の向上を図ることが急務である。さらに、心理や福祉、看護等の

専門スタッフなど多様な人材と協力したり、地域と連携・協働を円滑に行ったりする資質・能力をもち、新たな領域の専門性

を身に付けるなど強みを伸ばして諸課題の解決に取り組むことができる人材の育成が求められる。 

① 生徒や保護者、地域の信頼に応えられる教師の育成と「新たな教師の学びの姿」を実現する研修の在り方 

② 教科等の専門性と指導力、及びICT活用指導力を含めた新たな課題に対応できる力量を高める人材育成と研修の在り方 

③ 地域等と協働し、組織的に諸課題の解決に取り組むことができる教師の育成 

 

８ 学校と地域の連携・協働による「チームとしての学校」と「働き方改革」の実現（担当 東海北陸地区） 

（解説）学校には、これまでにも新たな課題に応じて、司書教諭、栄養教諭等の新しい職が導入されてきた。近年は、ますます

複雑化・多様化する教育課題に対応するため、スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカー、部活動指導員等の教員

以外の専門スタッフが導入されている。そのため、これからは教職員間のより一層の組織的対応を強化することはもちろん、

全てを教職員が担う自己完結型の運営を廃し、これら専門スタッフの配置促進と協働を推し進め、学校内の多様な人材がそれ

ぞれの専門性を生かして能力を発揮する「チームとしての学校」を実現していくことが求められる。また、コミュニティ・ス

クール（学校運営協議会制度）等を活用するなど、「チームとしての学校」と地域の連携体制を整備していくことで、地域と

ともにある学校づくりを推進し、社会総がかりで教育を進めていくことも求められる。また、その結果として、教師が担うべ

き業務の精選・明確化などを図り、新たに導入された教員業務支援員、情報通信技術支援員等を活用し、教員の働き方改革に

つなげていくことや、学校事故の対応等の諸課題について教育委員会等に配置されているスクールロイヤー等を活用しての法

的整理を踏まえた役割分担・連携が必要である。さらに、子供たちがスポーツ・文化芸術に継続して親しむことができる機会

を確保するため、地域の実情に応じながら、部活動の地域連携や地域スポーツ・文化クラブ活動移行に向けた環境の一体的な

整備を着実に進めることも求められる。 

こうした「チームとしての学校」と「働き方改革」の実現のため、校長は、これまでの教職員の管理を主とするマネジメン

トから脱却し、多様な知識・経験をもつ人材との連携を強化し、そうした人材を取り込むことで、社会のニーズに対応しつつ、

高い教育力をもつ組織となるためのマネジメントを進めていく必要がある。 

① 教職員や多様な人材の専門性を活用し、組織力を高める学校経営の在り方 

② 「チームとしての学校」と地域の連携・協働体制の在り方 

③ 専門スタッフ等との連携による教員の働き方改革の実現 

 

＜特報３号担当 教育研究部＞ 

部 長 柳澤 忠男 東京都板橋区立板橋第二中学校   幹 事 鈴木 訓文 東京都江戸川区立小岩第四中学校 

副部長 宮入 祥郎 東京都北区立都の北学園      幹 事 上田  太  東京都八王子市立長房中学校 

副部長 荒巻  淳  東京都江戸川区立松江第五中学校  幹 事 折本 正巳 茨城県水戸市立内原中学校 

副部長 齋木  淳  千葉県千葉市立大宮中学校     幹 事 金橋由美子 栃木県宇都宮市立雀宮中学校 

幹 事 渡邊 和彦 東京都台東区立駒形中学校     幹 事 福沢 仁恵 埼玉県久喜市立鷲宮東中学校 

幹 事 高津  憲  東京都杉並区立高井戸中学校    幹 事 市川 昌樹 神奈川県三浦市立南下浦中学校 

幹 事 鈴木 裕行 東京都練馬区立谷原中学校     幹 事 今津 義弘 山梨県南アルプス市立甲西中学校 

幹 事 矢部 直意 東京都台東区立上野中学校     幹 事 河西  巧  長野県高山村立高山中学校 

幹 事 足立 成幸 東京都葛飾区立双葉中学校     幹  事 尾崎  誠  新潟県上越市立城北中学校 
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